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国の広域化・共同化の取組
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○ 「経済・財政再生計画」改革工程表（2017改定版）では、令和４年度までの広域化を推進するた
め、関係４省（総務省、農水省、国交省、環境省）で２つの目標を設定。

[1]全ての都道府県における広域化・共同化に関する計画策定
[2]汚水処理施設の統廃合に取り組む地区数

○ これを踏まえ、平成30年1月に連名で、全ての都道府県における令和4年度までの「広域化・共
同化計画」策定を要請。

○平成30年度には「下水道広域化推進総合事業」を創設し、施設の統廃合や広域管理に必要な施
設等の整備を支援。

○広域化・共同化の推進に向けて、先進的な取組事例について、各事例における手法、関連制度、
プロセス、効果、課題等について体系的に整理し、事例集として平成30年8月に公表。直近で令和
5年3月に事例追加

○令和3年度から「広域化・共同化計画に係る意見交換会」や「広域化・共同化計画の策定の推進
に向けた説明会」を実施し、計画策定を促進。

広域化・共同化を推進するための取組状況（国交省）

すべての都道府県において、広域化・共同化計画を策定（令和４年度末）



 令和４年度までに、汚水処理施設の統廃合に取り組む地区数
（工事完了、工事実施中）として450箇所を目標に設定※ 

国の広域化・共同化の目標
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○これまでの目標について

２つの目標の整合

※ 下水道同士だけではなく、集落排水同士、下水道と集落排水等の統廃合を含む。

目標値（令和７年度末） 実績値（令和３年度末時点）

３００箇所 ８９箇所

令和３年度から令和７年度末までに統廃合によって廃止される汚水処理施設数第５次社会資本整備重点計画の設定目標

 令和７年度までに、汚水処理施設の統廃合に取り組む地区数
（＝減少する処理場数）として180箇所を目標に設定※

※ 下水道同士だけではなく、集落排水同士、下水道と集落排水等の統廃合を含む。

目標値（令和７年度末） 実績値（令和５年度末時点）

１８０箇所 未集計

令和５年度から令和７年度末までに統廃合によって廃止される汚水処理施設数「経済・財政再生計画」改革工程表（2022）の設定目標

※ 下水道同士だけではなく、集落排水同士、下水道と集落排水等の統廃合を含む。

目標値（令和4年度末） 実績値（令和3年度末時点）

４５０箇所
（工事完了３８０箇所、工事実施中７０箇所）

４７９箇所
（工事完了３８１箇所、工事実施中９８箇所）

平成29年度から令和4年度末までに広域化に取り組むこととした地区数「経済・財政再生計画」改革工程表（2017）の設定目標

○現在の目標について

 令和7年度までに、汚水処理施設の統廃合に取り組む地区数
（＝減少する処理場数）として300箇所を目標に設定※ 



広域化・共同化計画 策定状況
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都道府県名 広域化・共同化計画名 福井県 福井県汚水処理広域化・共同化計画（令和5年3月）
北海道 北海道汚水処理施設広域化・共同化計画 滋賀県 滋賀県汚水処理事業広域化・共同化計画
青森県 青森県汚水処理施設広域化・共同化計画 京都府 京都府水環境構想2022~持続可能な汚水処理に向けて~
岩手県 岩手県汚水処理事業広域化・共同化計画 大阪府 大阪府域における下水道事業の広域化・共同化計画
宮城県 宮城県下水道広域化・共同化計画 兵庫県 兵庫県生活排水広域化・共同化計画
秋田県 秋田県生活排水処理事業 広域化・共同化計画 奈良県 奈良県汚水処理事業広域化・共同化計画
山形県 第三次山形県生活排水処理施設整備基本構想 和歌山県 和歌山県汚水処理広域化・共同化計画
福島県 福島県汚水処理事業広域化・共同化計画 鳥取県 鳥取県汚水処理広域化・共同化計画
茨城県 生活排水ベストプラン（茨城県都道府県構想） 島根県 島根県汚水処理事業広域化・共同化計画
栃木県 栃木県生活排水処理構想（栃木県都道府県構想） 岡山県 岡山県汚水処理広域化・共同化計画
群馬県 群馬県汚水処理計画（群馬県都道府県構想） 広島県 広島県下水道事業広域化・共同化計画
埼玉県 埼玉県生活排水処理施設整備構想（令和2年度） 山口県 山口県汚水処理広域化・共同化計画
千葉県 千葉県汚水処理広域化・共同化計画 徳島県 とくしま生活排水処理構想2022
東京都 東京都の汚水処理に関する広域化・共同化計画 香川県 香川県汚水処理事業広域化・共同化計画
神奈川県 神奈川県汚水処理事業広域化・共同化計画 愛媛県 愛媛県汚水処理事業広域化・共同化計画
山梨県 山梨県生活排水処理施設広域化・共同化計画 高知県 高知県汚水処理広域化・共同化計画
⾧野県 ⾧野県生活排水処理構想（2022改定版） 福岡県 福岡県汚水処理事業広域化・共同化計画
新潟県 新潟県汚水処理の広域化・共同化計画 佐賀県 佐賀県生活排水処理広域化・共同化計画
富山県 富山県汚水処理広域化・共同化計画 ⾧崎県 ⾧崎県汚水処理広域化・共同化計画
石川県 石川県生活排水処理事業広域化・共同化計画 熊本県 くまもと汚水処理広域化・共同化計画
岐阜県 岐阜県汚水処理事業広域化・共同化計画 大分県 大分県生活排水処理事業広域化・共同化計画
静岡県 静岡県生活排水処理広域化・共同化計画 宮崎県 宮崎県汚水処理事業に係る広域化・共同化計画
愛知県 全県域汚水適正処理構想 鹿児島県 鹿児島県生活排水処理広域化・共同化計画
三重県 三重県汚水処理事業広域化・共同化計画 沖縄県 沖縄県汚水処理事業広域化・共同化計画

○令和4年度末に、全ての都道府県において広域化・共同化計画を策定



広域化・共同化の手法
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○地形的条件や隣接した施設・地区の特性、地方公共団体が抱える課題等を踏まえ、
適切な手法を選択

施設の統廃合

事業統合、経営の一体化

し尿処理の受入

管理の一体化（維持管理業務の共同発注等）事務の一体化
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過去の分科会の開催状況
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開催日 検討内容

第１回 H30.2.28 ・広域化・共同化計画策定について
・モデル県のブロック割、課題や検討状況について

第２回 H30.8.30 ・モデル県のブロック割、各県のモデルブロックの課題や検討状況

第３回 H30.12.4 ・モデル県のブロック割、各県のモデルブロックの課題や検討状況
・モデルブロックの将来の財政状況の想定について

第４回 H31.3.6 ・各県のモデルブロックにおける広域化・共同化計画について
・広域化・共同化計画策定マニュアル（案）について
・広域汚泥利活用検討マニュアルの策定について
・今後の広域化・共同化の取組方針について

H31.３ 広域化・共同化計画マニュアル（案）公表

第５回 R1.7.18 ・広域化・共同化事例
・各県モデルブロックの概要及び検討状況について

第６回 R1.11.15 ・各県モデルブロックの取組状況について
・広域化・共同化計画のあり方について

第７回 R2.3.3 ・各県モデルブロックの取組状況について
・広域化・共同化計画策定マニュアル（改訂版）

R2.4 広域化・共同化計画マニュアル（改訂版）公表



参考資料
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参考資料（他省庁の取組状況）

○広域化・共同化に伴い必要となる施設の整備等に要する経費ついて地方財政措置。

○公営企業の抜本的な改革等の先進・優良事例の横展開を図るため、広域化・共同化の事例を含
め、平成29年３月に先進・優良事例集を作成・公表。直近で令和5年3月に事例追加。

○令和3年度より、団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣する「経営・財務マネジメント強
化事業」を創設。広域化・共同化の分野についてもアドバイザーを派遣。

○令和3年度から、国交省とともに「広域化・共同化計画に係る意見交換会」や「広域化・共同化計
画の策定の推進に向けた説明会」等を実施し、計画策定を促進。

広域化・共同化を推進するための取組状況（総務省）

参考資料
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